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 標記調査報告書は、平成 13 年 2 月に実施した高松塚古墳取合部天井の崩

落止め工事及び平成 14 年 1 月の石室西壁の損傷事故について、事実関係等

を明らかにし、検証・評価等を行ったものである。 

 
＜事実関係＞ 

１．平成 13 年 2 月に工事を実施。 
２．国宝壁画を担当する美術工芸課が特別史

跡を担当する記念物課に工事を依頼した

が、カビ対策について何も指摘をしていな

い。 
３．工事仕様の検討について、記念物課から

奈良文化財研究所に協力を依頼した。 
４．工事について東京文化財研究所は、全く

関与していなかった。 
５．美術学芸課の担当者は、工事内容を十分

に理解することなく、「鍵番」として立ち

会いを行った。 
６．工事中は、工事業者が防護服を着用せず

に取合部で作業を行った。 
７．防護服の着用を含め、「保存修理マニュ

アル」に対する認識が関係者によって区々

であった。 
８．平成 13 年 3 月に取合部に大量のカビが

発生し、同年 9 月及び 12 月に石室内に大

量のカビが発生した。 
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＜責任の所在について＞ 

史跡、壁画と所管が分かれた文化庁

内及び研究所内の体制において、双方

の情報が十分に伝達されていないこ

とに起因して、カビ対策が不十分なま

ま工事が実施された。結果として大量

のカビが取合部に発生したものと考

えることができる。 

＜保存修理マニュアルについて＞ 

１．公式なものではなく、現在に至る

まで、保存修理や点検に関する書類

として、事実上現場関係者に引き継

がれているもの。 
２．記念物課の担当者にはマニュアル

の存在が認知されていなかった。ま

た、関係者の立場により、マニュア

ルのとらえ方が異なっていた。 
３．取合部の大量のカビ発生について

は、様々な原因が重なったことが考

えられ、防護服を着用していなかっ

たことのみにカビ発生の原因を求め

ることはできない。 

検
証 



 
 
＜事実関係＞ 

１．平成 14 年 1 月 28 日に室内灯の接触等に

よって石室西壁の男子群像下方部及び同

群像胸部に損傷事故が起きた。 
２．同日中に美術学芸課長に報告が行われ、

同月中に事故後の対応を課内で協議した。

３．美術学芸課長は、文化財部長に、損傷事

実と「絵のないところなので、通常の絵画

の維持・管理で対応する」といった報告を

行った記憶があると述べているが、同部長

は記憶がないと言及している。 
４．損傷箇所については、美術学芸課と東京

文化財研究所との間で協議が行われ、同年

3 月 28 日に石室内の土を水で溶いて塗る

といった「補彩」を行った。 
５．損傷部分以外に、同年 5 月に 9 箇所の「補

彩」が絵画担当の主任の指示により実施さ

れた。 
６．損傷事故及び補彩について公表すること

は検討されず、その後の恒久保存対策検討

会等においても公表されていない。 
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＜損傷事故について＞ 

１．人的損傷事故は、本件の他、平成 13
年 12 月の青龍の舌の一部毀損を確認。 

２．新たに加わった修理技術者や文化庁担

当者への引き継ぎのためのビデオ撮影、

石室内清掃等の煩雑な作業が多く、注意

力が散漫したことが背景にある。 
３．特に重大な過失があったとは認められ

ず、現場の環境を考慮すればやむを得な

いことであった。 
４．問題は事故後の対応である。 

＜損傷事故の公表について＞ 

１．損傷事実について把握していたのは美

術学芸課長と一部の担当者及び東京文化

財研究所の所長と一部の担当者である。

２．当時の美術学芸課長と主任文化財調査

官は、「絵のないところなので、通常の絵

画の維持・管理で対応できる」と判断し

たが、その判断自体に極めて大きな問題

があった。 
３．損傷事故よりもカビ問題が大きかった

ため、公表について検討がされなかった。

４．民間に求めている届出の内容と同程度

の内容の報告書を作成して、上層部まで

確実に情報が伝達するようにすべき。 

＜補彩について＞ 

１．補彩にあたっては、オリジナルに触れ

ないことが大前提。 
２．本件処置は、オリジナルの漆喰に影響

を及ぼすものであったことが問題である

が、損傷箇所の保護という緊急性及び壁

画の鑑賞性の回復という視点に立った場

合、作業内容自体は許容される。 
３．損傷部分以外の補彩については、緊急

性はなく緊急措置の延長線上で行うべき

ではなく、鑑賞上の問題として、しかる

べき検討を経た上で行うべきあった。 
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１．組織体制の問題点－縦割りとセクショナリズム 

  ・文化庁内の専門家集団の間の意思疎通が悪く、情報が共有されていな

い。 
  ・文化庁内の幹部職員（担当課長）が情報を適切に判断することができ

ていない。 
  ・文化庁と文化財研究所の組織上の連携がうまくいっていない。 など 
   
２．情報公開と説明責任－その認識の甘さ 

・現地保存による公開上の制約はあったにせよ、文化庁にはありのまま

の高松塚古墳の状況を広くかつ正確に伝達する姿勢に欠けていた。 

・情報公開や説明責任に対する感覚や認識の甘さが、結果的に不手際の

連鎖を生んだ。 など 

文化庁の意識及び体質に問題あり

 
１．基本的な取り組み 
  ・文化庁幹部職員の責任ある判断・対応 

・文化財保護への真摯な取り組みに向けて職員の意識改革に全力を挙げること

２．今後の課題 
（１）当面の課題 

・保存・管理体制の抜本的見直し 
・内部手続きの明確化 
・保存修理マニュアルの明確化 
・情報公開・説明責任に対する意識の涵養と徹底 など 

（２）中長期的な課題 
・長期的な保存体制の見直し 

  ・文化財の総合的な保護体系の確立 など 

評 価 

今後の改善に向けて 


